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しいから、一般の人々にとっては利用しきれないであろう、という乙とである。そのうえ、会

社間では、減価償却や税金の処理が異なっていたりするので、付加価値指標K違いが生ずる、

というのである。

<8> 或る意見では、乙のl時期lζ、付加価値計算書を表明する ζとを会社lζ要求するのは

適切でない、としている。 NCSCがいうように、付加価値計算書は社会報告の側面もあり、

企業組織の業績を報告する際に効果的なものであり、財務報告の要求の問題として考慮lζ値す

るものであるに違いない。が、しかし、付加価値計算書を導入したとしても、会社の公表する

財務諸表に盛られた情報をさらに理解し易くする乙とに必ずしも役立つものではない、と主張

する。閉じ企業実体について異なる情報を提供するのであるから、財務報告の読者に不明確さ、

あるいは不明瞭さを抱かせる ζ とになるであろう、というのである。上場企業などが、自らの

成果の解釈に役立つと思う付加価値計算書を提供するように促進する乙とは適切であるが、乙

の促進をスケジュ ーjレ7で取り決める乙とには賛成していない。投資家集団の中で付加価値計

算書を理解する経験を積み重ねれば、その報告要求を導入すべきかどうかの議論が高まってく

るであろう、という乙となのである。

<C> 他の意見では、付加価値の」皇国型lζ触れている。付加価値計算書は損益計算書の

会計情報の再整理の作業をともなうので、付加価値そのものが、歴史的原価主義にもとついて

算定される利益lζあてはまる短所から影響を受ける。また、付加価値計算書の作成の際には、

減価償却を相殺すべきではないが、オーストラリアの現在の会計実務では粗付加価値が採用さ

れている。付加価値計算書の作成のためにガイドラインが、会計l職業人によって収集されてい

る乙とは重大であるとし、乙のグループでは、付加価値計算書の作成に関する認められた会計

基準を作成する乙 とを条件として、上場会社などに純付加価値を採用する付加価値計算書を作

成するように勧告している。

<D> オーストラリア商業銀行協会 (AustralianMerchant 8ankers Association) 

は、付加価値計算書は単純で容易に理解される情報手段として有益であるが、 会計から得られ

た情報を単lζ言い直したものにすぎないとして、付加価値計算書lζ、積極的には期待をよせて

いない。乙 うした観点から、付加価値計算書の表明要求をスケジュー Jレ7で規定して、 各企業

lと強制するよりもむしろ、その表明は各企業の自主的判断lζ任せるべきであると結論している。

また、 「付加価値Jそのものの用語についても、製造企業以外の会社に適切であるかどうかの

疑問を呈している。

以上のζとく 、NCSCの提案にたいして、各界からの意見が寄せられたのである。

乙れらのNCSCの提案とそれに対する意見に関連して、若干の私見を述べてお乙う。

付加価値は、個別企業がどれだけ社会に対して価値物を産出 したのかという乙とと同時に、

その価値物の分配状況を示す指標となっている。社会的lζみれば、付加価値は、新たに国民経
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済l乙対して創出した価値であって、国民経済の再生産にとって不可決なものであり、また分配

の原資となるものであるから、その指標は、社会と個別企業を結ぶ連結環で・ある。ζのような

点から付加価値をとらえれば、その付加価値計算書は、社会関連情報の一つである。と乙ろが、

乙乙での議論は、伝統的な計算の枠組みで付加価値計算書を作成する提案であったから、社会

的観点、を重視するものにはな らなかったのではなかろうかとおもわれる。

大胆に推量すれば、乙乙では、財務諸表作成者の立場から付加価値計算書が取り上げられた

のであり、 「付加価値計算書は、付加価値がその創造に貢献した人々にいかに支払われたかを

示す。…」とか「付加価値計算書は資本 ・経営者 ・従業員による集団的努力を示す乙とができ

る Jという点も企業家の立場から考察されているにすぎないのであろう。付加価値計算書の

表明・開示の要求は、オーストラ リアにおいて、 一般投資家や従業員などの聞から積極的にな

されているとはおもわれない。また、すでに見た乙とく、 専門職である財務アナリストでさえ

積極的に要求しているわけではない。バえ以ぷ錦抑関紙艮ふ付加価値計算書の

表明を全豪会社証券委員会 (NCSC)が取り上げたものの、利害関係者集団の総意とはなら

なかった、というのが現状であろう。

町展開

既述のように、 全豪会社証券委員会 (NCSC)は、付加価値計算書の表明を、とりわけ、

従業員、一般大衆、一般投資家、のために提案していた。それに対して、付加価値を使った比

率計算に関連していえば、 専門家である財務アナリストな らまだしも、一般の人々にはその利

用な困難であろう、というものであった。たしかに、従業員や一般の人々も企業の社会的貢献

の度合いに興味を持つであろうが、財務分析や付加価値について知識の乏しい人々には、 富の

倉IJ出と配分について詳細に報告されても、その解釈に限界がみられるかもしれない。もしも、

付加価値計算書の表明を、 一般の人々に対して容易lζ現解できるように示す乙とを目的とする

ならば、オース 卜ラリアのビール会社としても著名な BONDCORPORATION LIM-

MITEDの1988年のマニュアル・レポー 卜で表明されている付加価値計算書は、最適な例で

あろう(図参照)。

しかし、さらに問題なのは、付加価値が減価償却などの処理の相違によ って異なり、比較可

能性を妨げる乙とであり、また、付加価値計算書が、損益計算書を単iζ再整理する乙とによっ

て得られるとする乙とである。

まずは、減価償却などの取り扱い方法を含めた付加価値計算書の作成の統一的会計基準が必

要とされるであろう。会社法においては、認められた会計基準を会計基準審議会 (ASRB)

が公表するよう規定している。また、 ASRBは、 会計職業人、 NCSC、その他の諸団体に

よる会計基準を審議する乙とになっているのであるから、付加価値計算書の表明について、乙

乙で大いに議論されるべきである。その結果、付加価値計算書の表明の要求が、 一般投資家 ・
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従業員などの利害者集団に喚起される乙とが期待されるのである。
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その場合、付加価値計算書の第一の機能が、 富の創出と配分lζ関する報告である とするなら

ば、その制定が問題となるであろう。付加価値計算書が、 「伝統的な損益計算書の表面上の整

理以上なにものでもないとするならば、一般的信頼は決して確立されないであろう 17)Jという

警告にも目を向けなければならない。たとえば、従業員の関心事が生活水準の変化であるとす

るなら、現在購買力の表示が要求されるであろう。インフレーションや技術革新の調書きを考慮

にいれなければ、 富としての付加価値の算出に有益でなし、かもしれない。しかし、その調整の

同意を得るための議論は、なかなか困難な乙とでもあろう。

今後の課題として、旧くて新しい問題ではあるが、個別企業の計算構造に新たに国民経済lζ

対して創出 した価値としての付加価値計算を社会関連情報のーっとしていかに取り組んでいけ

ば良いのか、という乙とがあげ、られるであろう。
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注

1) G. J. Harris， . Value Added Statement， ， The Australian Accountant， May 1982. pp. 

261・264.他に、 AFLHoldings Ltd.， Al坐己主旦J・AustralianPulp and paper Mills 

Ltd.， Brick and Pipe Industries Ltd.， Bonds Coats Patons Ltd.， Bougainville 

Ltd.， Cadbury Schweppes Australia Ltd・， CRA Ltd.， Farley and Lewers Ltd.， 

George Weston Foods Ltd.， ICI Australia Ltd.， Jhon Fairfax Ltd.， The Myer 

Emporium Ltd.， Trans port Development Ltd・， Webster Ltd.，があげられている。

筆者(金井)は、 Centerfor International Financial Analysis and Reserch (USA)， 

International Annual Reports Collecti叫 1988. によって、 1987年のアニュ，)レ・レポートで、

Bond Corporation Holdings Limited.， David Syme & Co. Ltd.， Humes Ltd.， 

Monier Ltd.， CAR Ltd.，の各社が付加価値計算書を表明しているが、上記の下線の二社は表

明していないζとを確認した。

2 )オーストラリア首都特別地域 (AustralianCapital Territory，略称ACT)では、“Campanies

Act 1981"、その他の州では、“Companies(州名)Code"、たとえば、ニュー・サウス・ウエール

ズ州では、“Companies(New South Wales) Code"と呼んでいる。

3) ACTでは、 "CompaniesRegulation"、その他の州では“Companies(州名)Regulation"、た

とえば、ヴィクトリア州では“Companies(Victoria) Regulation"と呼んでいる。

4 ) National Companiss and Securties Commission， Financial Reporting Req，uirments 

。1/the Companies Act ・andCodes， Australian Government Publishing Servise， 1981. 
乙の報告書は、 NCSCが会祉法規則のスケジュール7(Schedule 7 )について討議したものであ

る。その内容は多岐に渡っているh(1)スケジュール7の修正案11:取り入れる変更案、 (2ト層の考察を

要する変更案、の二つに大別して示しており、付加価値計算書の表明要求については後者の(2)の部で

取り上げられている。意見を求めた各界とは、 AustralianAccounting Reserch Foundation， 

Australian Society of Accountants， The Institute of Chartered Accountants in 

Australia， Australian Associated，Stock Exchanges， Australian Institute of Management 

(Victoria)， Australian Shareholders' Association， The Institute of Chartered 

Secretaries and Administrators， The Law Society of Western Australia， Life 

Insurance Federation of Australia， Australian Merchant Bankers Association， Groupe 

of 100 (Southern Division)の諸国体、 G.J. Coles & Coy. Limited， MAI Limited 

Ord Minnettの諸会社、 Coopers&Lybrand， Ernst & Whinney， Hungerford Hancock & 

Offner， Price Waterhouseの会計士諸事務所、そして、 6人の大学人である (ibid.，p. 163)。

5) C. C. H.， Law 0/ Companies in Australia (2 nd Edition) ，December 1986， pp.12・
19参照。

6) C. C. H.， Australi冊 National Comp側 iesand Securities Legislatiofl; Volume 2， 

January 1989， pp.84，601-84，6倒.

7) R.G.Walker，‘Australia's ASRB. A Case Study of Political Activity and Reg-

ulatory “Capture"，' Accounting and Business Research Vol. 17， No.67，pp.267-286， 1987. 

8) C. C. H.， op. cit.， p.84，064， National Companies and Securities Commission Act 1979， 

P ART n -ESTABLISHMENT， FUNCTIONS AND POWERS OF COMMISSION， 
SECTION 6 (3). 

9) R. G. Walker， op. cit.， p.270. 

10) ibid.， p.269. 



32 社会関連会計研究第2号

11)会計職業人による会計基準設定の記述は、上記の Walker教授の論文、および、 StephenA. 

Zeff， Forgi1昭 AccountingPrinciples 向 Australia，Australian Society of Accountants， 

1973によっている。

12) ibid.， p. 43-45. 

13) R. G. Walker， op. cit.， p.270. 

14) ibid.， p.271. 

15) Accounting Standards Steering Committee， The Corporate Report CLondon; ASSC， 

1975) p. 49. 

16)付加価値計算書の表明の提案Ie:対する各界からのコメン卜は、 NCSCのコンサルタン卜であったニュ

ーサウスウエールズ大学のWalker教授の所有する資料に負うている。

17) Rutherford BA， 'Value Added as a Focus of Attention for Financial Reporting : Some 

Conceptual Problems'， Acco聞 tingand Business Research， Summer 1977. p.220. 
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地方公営企業と付加価値会計

水 野 良B

I はじめに

広義の会計の研究領域としてはマクロ会計とミクロ会計が存在する。前者は、国民経済計算

などの乙とで社会会計 (socialaccounting)とも呼ばれる領域であり、後者は、企業や官庁、

その他諸国体が経済主体となって実施されている会計である。そのミクロ会計は、さらに経済

主体の目的の相違によって営利企業 (businessorganizations， business enterprise)の会計

と非営利組織 (nonprofitorganizations，nonbusiness organizations，noιfor-profit organc 

izations)の会計に区分される。乙のうち営利企業の会計とくに株式会社形態をとる大規模企

業の会計に、多くの会計研究者や会計士の調査・研究活動が集中されてきた乙とは周知の乙と

である。

しかしながら近年、非営利組織の活動の社会的重要性が増大するにつれて、非営利組織の会

計についても会計研究者や会計士のなかで‘深い関心が寄せられてきている。とりわけ財務会計

基準審議会 (FASB)から委嘱を受けたアンソニー (Anthony，R.N.)の調査研究 1)、

FASBの財務会計概念ステートメント第4号「非営利組織の財務報告の目的Jの公表 2)、公

会計基準審議会 (GovernmentalAccounting Standards Board:GASB)の設置と概念

ステートメント第 l号「財務報告の目的」の公表3)は、非営利組織の会計に関する研究や論議

を一段と活発化させている。

本稿は、乙うした非営利組織の会計に関する研究動向や成果を意識しつつ、非営利組織に属

するわが国の地方公営企業の会計を取り上げようとするものである。全国の地方公共団体が経

営する地方公営企業は、水道、下水道、交通、病院、観光、宅地造成等幅広い分野において年々

拡充し、昭和62年度末では事業数8，177、職員数370千人、決算規模14兆となっており4)、地

域経済と住民福祉に重要な役割を果たしてきている。乙のような地域社会に密接な関係を持つ

地方公営企業についての研究は、公企業や公益事業研究者による研究5)がありながらも、その

会計についての研究蓄積は必ずしも多くはない。とくに地方公営企業会計については乙れまで

借入資本金や組入資本金(造成資本金)、工事負担金や助成金などの資本会計の問題が主とし

て論じられてきたが、料金問題や予算管理等その他にも解明すべき多くの課題が存在するよう

に思われる。とれらについては今後少しずつ議論していくつもりである。
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乙れまで筆者は、今日の資本主義社会の典型的な企業体である株式会社形態をとる大規模な

営利企業を研究対象としながら、そうした現代企業の社会性の進展に注目し、現代企業会計の

一つの発展方向として付加価値会計を展望してきた6)。と乙ろで乙の付加価値会計は、公共的、

社会的性格が本来的でより一層強い公企業すなわち固有企業や地方公営企業などにも導入可能

であり、さらに企業社会会計や社会関連会計と呼ばれる領域で開発されてきた手法を利用する

乙とによって、そうした公企業にふさわしい会計が構築できるように思われる。そのため本稿

では地方公営企業の意義と特質lζ適合した地方公営企業会計の可能性を探求するものとして、

とりあえず地方公営企業の意義と現況を整理し、その会計の基本的な課題と役割について考察

し、最後に地方公営企業の代表的な事業として水道事業を例にとって試論的iζ付加価値指標を

算定し、生産性分析をお乙なう乙とにしたい。

E 地方公営企業の意義と現況

(1) 地方公営企業の意義と特質

地方公営企業とは、一般的には、公企業の一種であって、地方公共団体が所有及び経営の主

体となっている企業であると定義する乙とができるであろう。そのため地方公営企業の意義と

特質を解明するためには、公企業についての考察が不可欠となる。乙乙では公企業について本

格的に議論をする余裕はないので、とりあえず公企業の基本的な性格を必要な限り明らかにし

ておきたい。

公企業の概念やその定義については古くから論じられてきているが、そ乙では「公企業とは

国家・地方自治団体の如き公共機聞によって所有せられる企業をいうJ7) というように所有関

係が重視されて概念規定される乙とが一般的であった。乙れに対しでもう少し公企業を具体的

に定義づけたのが植草益教授の「公企業とは、政府(中央政府ないし地方政府)によって所有

されて公的規制を受けつつ、一定水準の価格を課して財貨・サービスを提供し、独立採算を経

営原則として営業される事業体であるJ8)という定義である。乙の定義は、公企業を考える場

合により基本的で本質的な所有関係をベースにしたうえで公企業の重要な特質を規定したもの

といえる。そのため本稿では乙の定義にしたがって公企業を理解しておきたい。なお乙乙で混

同されやすい類似概念として公企業と公益企業との相違についてふれておきたい。すでにみた

ように公企業は私企業に対置されるもので「事業の所有形態 (ownership)上の概念」である

のに対しで、公益企業は電気・ガス・水道・鉄道・郵便などのような生活必需用益を独占的に、

不断に供給する設備産業を意味するもので事業の「業種概念JI乙属するものなのである9)。

公企業の設立の目的や存在理由を近代経済学では一般に「市場の失敗ないし不完全」の調整・

補完に求める乙とが多いが、小宮隆太郎教授のつぎのような指摘は、公企業の特質を理解する

うえで重要である。 i公企業の存在理由は、単に市場の失敗というだけではなく、 ( i )国家

的観点、から要請されるなんらかの政策を確実に実施するために、その一部を担当する、 (ii) 
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私企業ベースでは採算の合わないある種のサービスを、営利を度外視して(低い価値で)確実

に供給する、あるいは、(iii)経済全体としてはおそらく有意義であると期待されても、その

事業リスク(収益の不確実性)があまりに大きくて私企業では負担しきれない、等の点にある

のではないかと思われるJ10)。そのため同教授によれば、 「公企業については広い意味での

『赤字』はほとんど必然的Jであり、一部の例外を除けば、 「通常の私企業としての経済計算

では赤字を出すのが当然であるような事業を公企業は担当しているJのであって、したがって

「財政的にみれば、国民の側としては、どれだけのパブリック・マネーを投入して赤字を負担

し、そのかわりに私企業からは期待できないサービスなり成果なりをどれだけ得るかというト

レード・オフが、公企業問題の基本的問題」なのである11)。乙うした公企業の特質は地方公営

企業にも当てはまり、その「基本的問題Jは、地方公営企業にとっても同様に基本的問題なの

である。

(2) 地方公営企業の現況

つぎに昭和62年度の地方公営企業決算から地方公営企業の現況を明らかにしておきたい12)。

まず地方公営企業の事業数であるが、昭和62年度末で8，177事業(地方公営企業法適用企業

3，376、非適用企業4，801)となっており、前年度に比べて21事業、 0.35ぢ増加している。昭

和40年度末の5，955事業からみると1.37倍になっている。事業別にみると上水道および簡易水

道を合わせた水道事業が3，642事業で最も多く、全体の44.5%を占め，ついで下水道事業が

1，282事業(全体の15.7%)となっている。また職員数については、昭和62年度末で369，652

人(法適用企業337，601人，非適用企業32，639人)となっており、前年度l乙比べて3，063人、

0.8%増加している。地方公共団体の職員数(普通会計)は昭和62年度末で2，814，362人であ

り、乙れと比較すると公営企業の職員数は13.1%となり、少なくない職員数である13)。事業別

にみるとやはり労働集約的な病院事業が189，228人で最も多く、全体の51.2%を占めている。

ついで水道事業72，167人、交通事業48，935人などとなっている。

民営を含めた公益事業全体の中に占める地方公営企業の地位は、水道事業98.2%、工業用水

道事業99.7%、軌道・地方鉄道事業18.5%、自動車運送事業25.6%、電気事業1.0形、ガス事

業4.3%、病院事業14.4%、となっている。なお下水道事業はすべて地方公共団体が事業主体

である。乙のように公益事業としての水道事業はその大部分を地方公営企業が担っているので

ある。

地方公営企業の昭和62年度の決算規模は、 14兆509億円で前年度より 1兆2，136億円、 9.5

%増となっている。同年度の地方公共団体の決算規模(歳出、普通会計)は63兆2，201億円で

あり14)、乙れと比較すると地方公営企業の決算はかなり大きなウエイトをもっている乙とがわ

かる。

最後に地方公営企業の中でも主要なものである地方公営企業法の全部または一部を適用して

いるいわゆる法適用企業の経営の概況をみてお乙う。法適用企業の62年度の決算を主要な事業
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別にみたものがつぎの表1である。

表1 法適用企業の業種別決算状況
(単位:百万円、必)

業種
(書簡素)交通 病院 下水道 全事業

全事業IC対する構成比

項目 水道 父通 病院 E杢道
経常収益 2，250，042 712，966 2，369，228 827. 154 6，927，534 32.5 10.3 34.2 11. 9 

営業収益 2，022，870 564，475 2， 116， 208 696.107 6，097，934 33.2 9.3 34. 7 11. 4 

経常費用 2，105，318 802，417 2，352，691 792，339 6，709，402 31. 4 12.0 35. 1 11. 8 

営業費用 1，591，072 573，142 2，240，750 410，686 5，389，898 29.5 10.6 41. 6 7.6 

うち職員給与費 422，倒8 368，545 1， 125， 799 80，245 2，083，997 20.3 17.7 54.0 3.9 

減価償却費 340，387 102，970 118，403 171，4倒 792，313 43.0 13.0 14.9 21.6 

支払利息 492，013 211. 651 96，214 374，205 1. 248.920 39. 4 16.9 7.7 30. 0 

経常利益 144，724 -89，451 16，537 34，815 218， 132 66. 3 41. 0 7.6 16.0 

経常収支比率 106.9 回.9 100.7 104.4 103.3 

営業収益iζ対する
20.9 65.3 53. 2 11. 5 34. 2 

職員給与費比率
減価償却費比率 16.8 18.2 5.6 24.6 13. 0 

支払利息比率 24.3 37.5 4.5 53.8 20.5 

総事業数IC対して
経常損失を生じた 15. 1 48.8 30.3 42.0 20.6 

事業数割合

(注) 1. 事業数には建設中の事業を含まない。
2 営業収益は受託工事収益を除いたものである。

(出所) r地方公営企業年鑑』第35集、より作成。

表 1から明らかなように、乙乙では交通事業だけが経常収支で赤字となっており、 895億円

弱の経常損失を出している。また総事業数に対して経常損失を生じた事業数割合は48.85ぢにも

のぼっている。すなわち交通事業の約半数の企業は、期間損益で赤字となっているのである。

さらに交通事業における営業収益に対する職員給与比率は、全事業の人件費の54.0%を占める

労働集約的事業である病院事業の53.2%よりも高くて65.3%となっている。乙れに比べて水道

事業は相対的に業績が良く、経常利益1，447億円は、全事業の66.3%を占めている。なお全事

業の減価償却費のうち水道事業が43.0%を占め，支払利息も水道事業が39.4%を占めている乙

と、下水道事業の営業収益iと対する支払利息比率が53.8%の高率になっている乙とにも目を向

ける必要があるだろう。

圃 地方公営企業会計と社会関連会計

(1) 地方公営企業会計の特徴

わが国の地方公営企業会計は、官庁会計とは違って基本的には企業会計と同様、複式簿記シ

ステムにもとづく発生主義会計である(地方公営企業法第20条)。会計原則は、企業会計原則

の一般原則から単一性の原則を除いたものとほぼ同様で・6つの原則を定めている(同施行令第

9条)。しかしながら地方公営企業会計には一般の企業会計ではみられない特徴があり、その
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最も重要な点は、資本概念、である。

地方公営企業の資本は、資産の金額から負債(建設または改良に要する資金に充てるために

発行する企業債を除く)の金額を控除した額をもって資本とされ，その資本は資本金及び剰余

金に、資本金は自己資本金及び借入資本金に、剰余金は資本剰余金及び利益剰余金iζ区分され

るのである(同施行令第15条)。すなわち企業会計では当然負債に整理されるべき企業債や長

期借入金が、乙乙では借入資本金という概念によって資本金iζ含められているのである15)。

また自己資本金はその源泉から固有資本金、繰入資本金、組入資本金(造成資本金)に区分

されている。固有資本金とは地方公営企業法適用前から経営されていた企業において、同法を

適用する際に資産から負債を控除した金額から資本剰余金として整理されるものを除いたもの

である。繰入資本金とは建設または改良目的のために一般会計や特別会計から出資された金額

である。基本的に租税等を源泉としている前2者と違って、組入資本金とは利益または利益剰

余金を資本金に組み入れる乙とによって形成されるもので，そのため造成資本金とも呼ばれて

いるものである。自己資本金への組み入れは、地方公営企業法施行令第25条では3つの場合が

規定されている16)。乙のように今日の企業会計では認められない自己資本金の造成という独特

の資本金会計規定を地方公営企業会計はもっているのである17)。

さらに資本助成目的の建設助成金や工事負担金などは、昭和49年以前の企業会計原則に準拠

して資本剰余金として認識され、整理されているのである。

以上のように地方公営企業会計は、特殊な資本会計規定にその重要な特徴があり、主として

乙の点をめぐって公営企業会計の理論研究や議論が乙れまで行われてきたので、ある。地方公営

企業の資本会計規定の理論的基礎は、実体資本ないし実物資本維持の考え方である。戦後の公

企業会計に重要な影響を与えてきた江村稔教授は、そうした公企業の経営維持、実物資本維持

の立場から地方公営企業の資本会計を説明している 18)。そして乙のような考え方を一層発展さ

せ、公企業における収益と費用の差額たる「利益」の利益性を否定し資本性を強調したのが、

昭和40年10月に出された「日本国有鉄道会計及び財務基本問題調査会答申J(黒沢清会長、番

場嘉一郎会長代理)である19)。乙の答申の造成資本会計は、経営悪化のため国鉄では結局一度

も実施されなかったが、一部の地方公営企業では自治省・厚生省の支持を受けて実践されてい

る20)。

乙うした実物資本維持を基礎とする公企業の資本会計を鋭く批判したのが醍醐聡教授であっ

た。教授は、貸借対照表借方側の資産と貸方側の資本とを結びつける思考を不当とし、造成資

本が累積欠損金をはるかに上回っている状況の下で造成資本会計が果している現実的役割が

「欠損造成会計」となっていると批判するのである21)。乙れに対して津曲直明教授は、公企業

会計の特徴は、 「株式会社企業会計における諸関係を単に類推適用しただけでは浮彫りにされ

ない」として「欠損造成会計J論を批判し、 「公企業の実態が、資本利益計算としての期間損

益計算によるよりは、むしろ、資金収支の追跡を通じて的確に観察できる」と主張している22)。
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(2) 地方公営企業会計の基本的課題一一社会関連会計への展望一一

地方公営企業会計は、地方公営企業の存在意義あるいはその目的の遂行にふさわしい会計と

して確立されなければならない。すでに第2章でみたように公企業の存在理由は、なによりも

私企業からは期待できないサービスや成果を確実に供給すると乙ろにある。そのため公企業の

給付活動は、きわめて外部経済効果が高いものとなっている。また外部経済効果が高い公企業

とはし、え、生産性を向上させ、有効かっ能率的な経営を進めていく乙とは当然要請される乙と

である。アンソニーは、財務会計の概念フレームワークの前提のなかで「非営利主体の主たる

経済的目標は、利用可能な経済的資源を用いて満足のゆく量のサービスを提供するか、あるい

は、納得できる程度の少ない資源で決められた量のサービスを提供する乙とである」と述べて

いる23)。すなわち地方公営企業にそくしていえば、地方公営企業の目的は、水道や交通等の各

事業の特性iζ応じた給付活動を経済性を発揮しながら利用者が満足するように継続的かっ確実

に実施する乙とであろう24)。

と乙ろで株式会社企業会計の損益計算には、分配可能利益算定目的と業績評価目的があった。

しかし地方公営企業会計においては、上述してきたような地方公営企業の意義と特質からみて

分配可能利益算定目的は必要ないものの、業績評価目的は株式会社企業会計におけるそれより

も重要であろう。すなわち地方公営企業会計の基本的な課題の一つが、地方公営企業の業績評

価指標の確立なのである。株式会社企業における資本的所有関係を類推適用して算定された利

益は、地方公営企業の業績評価指標としては不十分であろう。乙乙で参考となるのがサイドラー

( Seidler，L.J)の提示した営利企業の社会的損益計算書 (Socialincome statement of a 

profit seeking oragnization)である25)。サイドラーは、その中でまず「企業の生産した付

加価値Jを算定し、つぎに「販売されなかった社会的に望ましいアウトプット」を加算し、

「支払われなかった社会的に望ましくない効果Jを控除して「社会的純利益(損失)Jを計算

しようとするのである。乙れは、 「企業が企業自体と従業員の努力によって創造された富J26) 

であり、企業の生産性と国民経済に対する貢献をあらわす指標である付加価値とそれに加えて

外部経済および外部不経済の効果を考慮に含めている点で高く評価できるものである。サイド

ラーの提案は営利企業の社会的損益計算であるが、地方公営企業会計の将来の方向を考えるう

えで参考になるものである。そ乙における第一の問題は、外部経済・不経済の効果をいかに測

定するのかという乙とであろう。乙の問題は、重要ではあるものの、きわめて困難な課題であ

る。外部経済・不経済の効果を貨幣的に評価できない段階では、付加価値と切り離し、物量的

指標や記述による表示も考えられるだろう。その場合、国民生活指標 (NSDなどの手法も

参考になる。いずれにしろ地方公営企業の各事業ごとに社会との関わりあいや社会的支出を整

理していく基礎的作業が不可欠である。また外部経済・不経済の効果を貨幣的に評価できない

段階では、とりあえず地方公営企業の付加価値の算定とそれを利用した業績指標の確立も重要

であろう。というのは、営利を目的としない地方公営企業では、利益よりもむしろ付加価値の
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方が業績評価指標としてすぐれているように思われるからである。

町 水道事業と付加価値分析

乙乙ではとりあえず付加価値の算定と付加価値分析の中心的なものとして生産性分析の手法

を取り上げ、試論的に水道事業に適用してみる。乙乙で水道事業を取り上げたのは、その事業

数や決算規模の大きさからみて、またその事業の基本的性格すなわち日常生活に不可欠な水を

地域独占的に供給しているという性格からみて、わが国における地方公営企業の代表的な事業

であるからである。

『地方公営企業年鑑』では付加価値は算出されていないのでまずその計算から始める必要が

ある。付加価値は、控除法では一般に生産高(あるいは売上高)一前給付費用=付加価値で算

定される。水道事業はサービス業と同様、ストックができない乙とが特徴なので生産高=売上

高となり、乙乙では営業収益を乙れにあてたい。前給付費用としては資料の制約もあり、乙乙

では営業費用一職員給与費を前給付費用とする。さらに前給付費用から減価償却費を控除すれ

ば粗付加価値指標が得られる。付加価値および生産性分析に必要な指標を過去5年間計算し、

整理したものが、表2である。表2から明らかなように純付加価値及び1人当りの純付加価値

である付加価値生産性は、 58年以降着実に伸びてきている。

さてそうした付加価値生産性(純付加価値/職員数)が、どのような要因によって向上して

きたのかを分析するのに、一般にはつぎのような等式で生産要因分析が行われる。

①付加価値生産性=経営資本集約度(経営資本/職員数)x経営資本回転率(営業収益/経営

資本)x付加価値率(純付加価値/営業収益)

乙の等式は、付加価値生産性を経営資本集約度、経営資本回転率、付加価値率の3つに生産

要因を分析するものであり、乙れによって付加価値生産性の向上が投資対策によるものか、操

業度対策によるものか、あるいは能率の向上もしくは外注対策によるものか、などを検討し、

またその相互関係をみていくのである。

表2によれば付加価値生産性は、 58年度から62年度にかけて20.5%伸びてきたのであるが、

経営資本集約度はそれ以上の37.9~ぢも伸びている。他方経営資本回転率と付加価値率は、 59年

度乙そ58年度水準を上回ったものの最近3年間は低下傾向を示している。すなわち乙の聞の生

産性の向上はもっぱら職員の合理化と過去の投資政策によるものであって、いまや過大投資の

傾向が出てきている乙とがわかる。また外注関係が一定ならば、より一層能率を向上させて前

給付を削減させ付加価値率を高める乙とも必要である。乙の等式が基本的なものであるが、乙

れはさらにつぎの@と@の式のようにも展開できる。

②付加価値生産性=1人当り営業収益(営業収益/職員数)x付加価値率

@付加価値生産性=経営資本集約度×経営資本生産性(付加価値/経営資本)

②の式は、 1人当り営業収益と付加価値率に分析するため、付加価値生産性の向上が、営業
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表2 水道事業(法適用

項 目 58年度 吋度 60年度 611度a c 

営業収益 1. 658，196 1，833，778 1，鈎3，白O1. 961， 467 
営業費用 1，286，784 1，382，275 1，469，867 1，534，007 
うち職員給与費 360，121 377，639 400ηo 413.309 
前給付費用 926，663 1，004，636 1，069，147 1，120，698 
うち減価償却費 257，018 280，898 301，042 322，446 
純付加価値 731，533 829， 142 回3，903 840， 769 
粗付加価値 988，551 1. 110，040 1，134，945 1，163，215 
職員数 71，523 70，866 70，340 69，805 
付加価値生産性 10.23 11. 70 11. 86 12.04 
付加価値率 44.1 45.2 43.8 42.9 
1人当り営業収益 23.18 25.88 27.06 28.10 
経営資本(平均) 8，924，368 9，750，601 10，ω5，608 11，309，928 
経営資本集約度 124. 78 137.59 150.78 162.02 
経営資本回転率(回) 0.186 O. 188 0.179 0.173 
経営資本生産性(%) 8.2 8.5 7.9 7.4 

(注) 1. 営業収益は受託工事収益を除いたものである。
2. 経営資本=総資本一(建設仮勘定+投資+繰延勘定)

(出所) r地方公営企業年鑑』第35集より作成。

62年度
E 

2.022.870 
1. 591. 072 
422，倒8
1，168，224 
340，387 
854，臼6
1，195，閃3
69，3お
12.お
42.2 
29. 18 
11，924，696 
172.02 
0.170 
7.2 

収益の増大か、あるいは高付加価値化か、いずれの方に重点があるのかがわかる。表2から明

らかなように、乙乙では 1人当りの営業収益の増大によって生産性が向上してきたのである。

@の式は、経営資本生産性すなわち経営資本の投資効率の向上か、資本集約度の高度化か、い

ずれによって生産性が上昇してきたのかがわかる。表 21ζよれば、経営資本生産性は58年度の

8.2%から62年度は7.2%にまで低下しており、もっぱら経営資本集約度の高度化によって生

産性が向上してきた乙とがわかるのである。

V むすびにかえて

以上、地方公営企業の意義と現況を整理し、その会計の基本的な課題と役割について考察し、

最後に地方公営企業の代表的な事業として水道事業を例にとって、試論的iζ付加価値指標を算

定し、生産性分析をおとなってきた27)。本稿では紙幅の都合もあって各章とも舌足らずな点も

少なくない。不備な点は別な機会にあらためて述べてみたい。

i主

1) AnthonY，R. N.，Fiπ:ancial Accounting in Nonbusiness Organizations，FASB May 1978. 
2) FASB， Statement o} Financial Accounting Concepts No.4 : Objectives o} Financiαl 

Reporting by Nonbusiness Organizations， December 1980. 

3) GASB， Concepts State冊entNo.l : Objectives o} Financial Reporting， 1987. 
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企業)の付加価値分析.

(単位:百万円、%)

対別年度伸び率 趨勢 (58年度=100)
(b-a) la (c-ゆIb(dーの Ic (e-d) Id 59年度 60年度 61年度 62年度

10.6 3.8 3. 1 3. 1 110.6 114.8 118.3 122.0 
7.4 6.3 4.4 3. 7 107.4 114.2 119.2 123.6 
4.9 6. 1 3.1 2.3 104.9 111.3 114.8 117.4 
8.4 6.4 4.8 4.2 108.4 115.4 120.9 126. 1 
9.3 7.2 7. 1 5.6 109.3 117.1 125.5 132.4 
13.3 0.6 0.8 1.7 113.3 114.0 114.9 116.8 
12.3 2.2 2.5 2. 7 112.3 114.8 117.7 120.9 
-0.9 -0.7 一0.8 -O. 7 99.1 98.3 97.6 00.9 
14.4 1.3 1.6 2.4 114.4 115.9 117.8 120.5 
2.5 -3.1 -2.2 ー1.4 102.5 99.3 97.2 95.8 
11. 6 4.6 3.9 3.8 111.6 116.7 121. 2 125.9 
9.3 8.8 6. 6 5.4 109.3 118.8 126.7 133.6 
10.3 9.6 7.5 6.2 110.3 120.8 129.8 137.9 
1.2 -4.6 -3.3 -2.2 101.2 96. 6 93.3 91. 3 
3. 7 -7.5 -5.5 -3.6 103. 7 95.9 90. 7 87.4 

4)地方公営企業経営研究会編『地方公営企業年鑑』地方財務協会、第35集、昭和63年11月。

5 )公企業論や公益事業論において多数の著書、論文があり、乙乙では紙幅の関係上それらを紹介する乙

とはできないので大島国雄『公企業の経営学(第2新訂版)J (白桃書房、昭和62年)の巻末の参考
文献を参照されたい。

6)拙書『現代企業の管理会計一付加価値管理会計序説一』白桃書房、 1990年。

7 )大島国雄前掲書、 14頁。

8 )植草益「公企業分析序説Jr経済学論集J44巻4号(1979年1月)
9 )西川義朗『改訂公企業会計』国元書房、昭和53年、 3頁。

10)小宮隆太郎「第1章公企業の数・形態・役割1;::対するコメン卜J(岡野行秀、植草益編『日本の公企
業』東京大学出版会、 1983年、所収)26頁。

11)向上28頁。

12)地方公営企業経営研究会編前掲書。

13)自治省編『地方財政白書(平成元年版)J平成元年4月、 76頁。

14)向上2頁。

15)乙の理由を自治省の事務当局は、 「まず第 lの理由としては、公営企業は発足当初、その大部分が借

入金によって施設の建設を行うため、企業開始時には自己資本金がほとんどないという乙と、第 2I己

資本金なくして企業という存在を考える乙とは適当でない乙と、第3として借入資本金を『もとで』
として営業を開始し、事業の永続的経営のため建設された資産を維持する必要がある乙と等によるも

のと考えられるJと述べている。地方公営企業制度研究会編『地方公営企業の財務』ぎょうせい 昭
和63年、 250-251頁。

16) 3つの場合とは、 q瀦債積立金を使用して借入資本金である企業債を償還した場合、@漣設改良積立
金を使用して公営企業の建設または改良を行った場合、③施行令第24条第4項の規定による積立金を
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使用して一般会計等からの長期借入金を償還した場合である。

17)乙うした組入資本金制度は、醍醐教授によれば地方公営企業だけでなくNHK、印刷局、アルコール

専売事業などにおいても行われている。醍醐聡『公企業会計の研究』国元書房、昭和56年、 9頁。

18)江村教授は「公企業が維持すべきものは、企業体そのものであり、そのかぎりで、固有資本金は株式

会社ほどの重要性をもっていないといえるのである」と述べ、企業債によって取得された「固定資産

は、地方公営企業の性格上、きわめて重要な意味をもち、地方公営企業はその努力によって ζれを維

持すべき嚢任を負っている。したがって、乙れは実物資本を構成していると考える乙とが可能であり、

また、乙の考え方によるときには、実物資本K明確に対応する資金源泉を、広義の資本金と考える乙

とが可能となる。地方公営企業が発行する建設・改良のための企業債が、とくに、借入資本金とされ

ている理由は、乙乙』ζ求める乙とができょうJというように地方公営企業の資本金制度を説明し、さ

らに「元来、公企業のあげた『利益』は、株式会社における利益とは、本質的に異なるものであって、

配当その他の形で、企業外部に分配できるものではない。利益は、すべて、企業内部に留保さるべき

性格をもつばかりでなく、利益に相当する資金が建設などに充当されて、企業資本を構成するともい

えるのである」とも述べている。江村稔『公企業会計講話』良書普及会、昭和41年、 145・147頁。

なお乙うした実物資本の維持という考え方は、自治省の事務当局の立場でもある。すなわち「公営

企業における資本の意義は、損益計算の基礎となる乙と及びサービス供給の根拠たる構築物等の固定

資産の維持を図る乙とが主要な目的であり、債権者の担保ではないのである。なぜならば、前述のよ

うに公営企業は最終的には、地方公共団体の課税権によって担保されているからであるJ (地方公営

企業制度研究会、前掲書、 248頁)とし、また「組入資本金は剰余金を固定資産の取得を通じて自己

資本化する乙とにより資金の流出を防ぎ施設の長期安定性を確保し、住民への継続的サービス提供を

図る目的で特に設けられた制度である」と説明している(地方公営企業制度研究会編『公営企業の経

理の手引』地方財務協会、平成元年9月、 248頁)。

19)答申は、 「国鉄には、国鉄独自の資本概念が存在すべきであり、乙れにしたがって、国鉄のあげた利

益もしくは損失の性格も、おのずから異なってくるであろうJとの問題意識のもとで、まず「国鉄の

固有資本は、株式会社の資本金のような法定資本としての意味をもたないので、乙れを『資本金』と

する必要は認められないJと述べ、 「国鉄の『利益』は、すべて社内留保の対象にしかならないので、

性格的に資本金や資本剰余金と区別する必要は存しない。すなわち『利益』もまた、増加資本の一種

と考えるζとが適当と解されるJとして、さらに「収益と費用の差額としての『利益』は、分配可能

な余剰たる性格をもたず、具体的には、設備の建設や改良、あるいは債務の償還にあてられるべき資

金源として機能するものである」ため、国鉄が「利益積立金Jとして整理している金額つまり利益剰

余金は ir利益』だけでなく、むしろ造成資本と解するととが適当と恩われる」というのである。ま
た答申は、運賃原価に論及して「公正な料金は、狭義の経営原価を補償するだけでなく、公共企業体

の合理的経営に必要な公共的必要余剰を含む広義の原価を補償するものでなければならない」のであ

り、そのため「国鉄は、社会的資本の維持並びに社会の輸送需要に応えるために必要な資本造成を可

能ならしめる、公共的必要余剰としての資本コストを、運賃に計上しなければならないJと主援する

のである(答申は江村稔前掲書に収録されている)。

なお吉田寛教授も「社会的必要余剰」の観念を提唱し、上記答申とほぼ同様な見地iζ立たれている

(吉田寛『会計学総説』中央経済社、昭和59年第8章、 9章参照)。

20)東京都水道事業では将来の施設拡張・改良のために自己資本造成費が計上されている。安藤陽「都市

化と水の価格一一東京都水道事業における料金問題を手掛りにして一一Jr都市問題』第76巻8号
(1985年8月)。なお同水道事業は1955年度から数年間自己資本造成費をすでに計上していた(醍醐

前掲書78-80頁〉。

21)教授は、 「地方公営企業とNHKの造成資本が有形固定資産と結びついた一種の実物資本である乙と
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は明らかだが、もともと貸借対照表借方側での有形固定資産の増加を意味する『資本造成』をなぜ貸

方側での資本の増加へと敷街できるのか一一乙の核心部分11:関する説明らしい説明はみあたらないj

(向上86頁)と批判し、さらに r1978年度末現在で、水道、工業用水道、電気、ガス事業において自

己資本金の額はいずれも各事業の累積欠損金をはるかに上回っている。そのかぎりで、乙れら地方公

営企業の公示した累積欠損は拠出資本と留保利益の区別の原則にしたがって造成資本金を利益剰余金

に戻入する乙とにより解消する、会計事業としての欠損であるといわなくてはならない。一一中略一一

造成資本会計はその現実作用からみれば、むしろ欠損造成会計とよぶにふさわしいのであるJ(向上
88頁)と批判している。

22)津曲直羽「わが国公企業における財務会計制度J (岡野行秀、植草益編『日本の公企業』東京大学出

版会、 1983年、所収)101-102頁。教授が示唆されている資金収支会計は、アメリカの公会計の基本

的なフレームワークである基金会計 (FundAccounting) 11:結びつくように恩われる。アメリカ公

会計については、 GASB，Codification of Governmental Acco叩 tingand Financial Repor 

ting Standards 2nd ed.1987.において乙れまでの会計基準がまとめられており、公営企業が属す

る乙とになる公営企業基金 (EnterpriseFunds)については、へイ (Hay，L.E.)が水道事業

を例示して説明しているので参照されたい (Hay，L.E.，Accounting foγ Governmental and 

Nonprofit Entities， eighth ed.，IRWIN，1989，pp.291-300)。

23) Anthony，R.N.， Future Directions for Financial Accounting， Dow Jones-Irwin 1984， 

p.29. (佐藤倫正訳『アンソニー財務会計論』白桃書房、 1989年4月、 39頁〉

24)地方公営企業法は、その第3条で「地方公営企業は常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来

の目的である公共の福祉を増進するように運営されなければならないJと規定している。

25) Seidler，L.J.，'Dollar Values in the Social Income Statement' (in Seidler，L. 

J. and L.L.S巴idler，Social Accounting : Theory， Issues， and Cases， Melville， 1975， 

p. 11) p.11) 

26) Accounting Standards Steering Committee， The Corporate Report -a discussion paper， 

，1975，p.49. 

27)地方公営企業の現況については、拙稿「地方公営企業の経営と会計一一水道事業を中心としてーー」

(仲村政文編『地域経済の構造と変容一一国際化時代の鹿児島一一』多賀出版、 1990年、所収)も参

照されたい。
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フランス社会関連情報開示の展開

日 野 手口 員リ

I はじめに

フランスにおいて開示が行われている主要な社会関連情報としては付加価値情報が一般によ

く知られている。付加価値情報の開示は1982年改訂プラン・コンタブル・ジェネラルが規定す

る財務報告の三体系のうちのひとったる発展システムに導入されたものである。付加価値情報

の問題については既に多くの研究成果があげられてきた乙とは周知のと乙ろである 1)。乙の他、

フランスにおける社会関連情報開示の例として社会貸借対照表 Cbilansocial) 2) と余剰計算

書 Ccornptesde surplus)を挙げる乙とができるが、本稿では乙れらをめぐる諸問題をその社

会的背景との関わりを中心に考察する。

E 社会貸借対照表法制化の社会的背景

1 1960年代の労働運動

1967年から1968年にかけて、とりわけ1968年には大規模な学生運動や労働争議が頻発し、社

会的・経済的危機とまでいわれるような状況を呈するに至った3)。なかでも1968年5月と 6月

のストライキは極めて大きいもので、フランス全土で職場占拠が行われ、その参加者は800万

人から1∞o万人、延ベストライキ日数は 1億5000万日にものぼると推定されている4)。
f1968年ストライキは、単なる労働運動の要求を越えて、一つの社会危機を生み出した。工

場や事務所の占拠は、全体として驚くべく平和裡に遂行されたが、そ乙では社会関係そのもの

が根底的に問題にされ、既存秩序の正統性が揺がされた。それは確かに挫折した一つの『革命』

であった。 J5) 

ついには当時の大統領ドゴール氏が調停に入り、首相、労働組合やCNP F Cフランス経営

者協議会)との間で国家的規模の交渉が行われた。しかし、その時にはまだ生活の質Cquality 

of life)あるいは情報(開示)等の問題は、労働者や学生の主張にもかかわらず交渉のなか

で取り上げられる乙とはなかった。とはいえ、レイ CRey，F.)氏によれば、乙うした状況

が乙れらの問題に関するその後の議論の伏線になり、乙の頃からフランス企業が自らの社会的

責任により強い認識を示すようになってきたとされる 6)。

2 シュドロ一報告の慨要

1968年に政府は労使交渉(主に賃金交渉)に関わる乙とを契機として企業と従業員との関係
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lζ対する自らの態度を変化させた。つまり、それ以前はこうした問題について積極的にイニシ

アチブをとろうとする乙とはなかったが、その頃より企業の社会的責任に関する政府の役割は

強まり、それはジスカールデスタン大統領の登場以降、さらに重要性を増していったo 191]えば、

生活の質担当相 (ministerede quali te de la vie)と消費担当閣外相 (secretaired'etat 

邑laconsomation)が置かれ、乙うした領域iζ属するいくつかの法律が制定された7L
1974年7月、ジスカールデスタン大統領はシュドロー (Sudraue，P.)氏を委員長とする

委員会を設置した。同委員会は政府代表、経営者、労組代表から成り、そのメンバーの構成の

特徴のゆえに従業員に対する企業の社会的責任の概念が重視された。そして、 1975年2月、シュ

ドロー委員会から企業と労組、従業員および株主との関係を強調する報告書、いわゆるシュド

ロー・レポートが出されたのである8)。

乙の報告の主な答申内容は次のとおりである9)。

(1) 情報 企業は労働条件と労働者の生活の質に関係する重要な社会諸指標を含む年次「社

会貸借対照表」を作成するべきである。

(2) 協議 従業員は労働組織と労働条件に関する自分達の意見を表明する権利を有し、労組

はパートナーとして認識される。また、会社法は取締役会と監査委員会への完全な投票権

を有する従業員代表の参加を保障するために改正されるべきである。

(3) 労働条件 企業委員会の中に、労働条件を取り扱う乙とを主な職能とする専門的な「経

済小委員会」が設けられるべきである。

1973年に企業と労組に対し労働条件の改善のための特別な計画について協議する乙とを義務

付ける法律が成立した。政府(労働省)の一機関である、 ANACT(国家労働条件改善機関:

Agence Nationale pour l' Amelioration des Conditions de Travail)が乙れらの活動を監

視する乙ととなる。シュドロ一報告は乙の他、インフレーション会計や消費者情報開示などの

問題についても提言を行ったが、同報告書は一般に労働関係の問題を取り扱ったものと考えら

れている10)。

3 社会貸借対照表に関する法律の制定

1975年末、 ANACTは社会貸借対照表を開発する委員会を組織し、自発的に参加を希望す

る数社の企業との実験を指導した。 ANACTは「社会報告」を協議、すなわち労使聞の対話

として考えた。 1976年末、政府はANCATの実験の成果を利用して、従業員300人以上の企

業についての年次社会報告書、つまり社会貸借対照表に関する法案を提出した。 1977年7月12

日に法案は通過し、 r1977年7月12日付企業の社会貸借対照表に関する法律 (Loidu 12 JU1-

llet 1977 no77-769 relative au bilan social de 1'entreprise) Jとして成立をみた。さ

らに、経営者、労組などの様々な関係者集団の協議を経て、社会貸借対照表に記載する事項の

詳細を定めたデクレ (Decretno77・1534du 8 decembre 1977)が1977年12月8日付で発効す

る乙ととなった11)。
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4 社会貸借対照表の事例

社会貸借対照表の事例として、醸造会社であるペルノ・リカール (PernoRicard)社の

1984年度版を図表 1に掲げている。乙の例では、労働事故と教育・訓練の項で表形式がとられ

ている。また、乙乙では省略したが、グラフによってデータを呈示している項目もある。一方、

雇用、労働条件などの項目のように図表を用いず叙述によるものもみられる。なかでも、労働

条件の項は数値の表示はまったくなく叙述事項のみである。乙の他、社会貸借対照表全体を表

形式で統ーしている企業の例もみられるものの12)、ペルノ・リカール社のように表にグラフと

叙述形式も併用しているもの、あるいはすべての事項を叙述形式によっているものも相当ある

ようである13)。いずれにしても、社会貸借対照表では金額データのみならず物量データが開示

されており、しかもむしろ、後者のほうの比重が大きいといえる。社会貸借対照表は、 「借方・

貸方の均衡表Jではなく、 「社会的諸指標の一覧書類」という意味で理解するのが適当であろ

う14)。

皿 余剰計算書の社会的背景と課題

1 1960年代の所得政策

フランスにおける所得政策は、 1961年3月、当時のドプレ首相がヴィリエールCNPF会長

ILI乙賃金上昇を生産性上昇の範囲Kとどめるよう要請した乙とに始まるとされている15)。林雄

二郎氏はフランスの所得政策の特徴として、他の諸国に比べて経済面の配慮と同時に社会面か

らの配慮が大きい乙とを指摘し16)、その背景として、次のような乙とを挙げている。

「フランスでは、賃金上昇に伴い賃金所得と農業経営者のような賃金所得以外の所得との格

差の拡大、また官公庁・国営企業の賃金と民間企業の賃金との格差の拡大の問題などを含む産

業問、地域間所得格差の拡大等がつねに大きな問題となってきた。そのような理由から、イギ

リスをはじめ他の諸国が賃金・物価面から所得政策を採用したのに対して、フランスの所得政

策は最初から所得格差の是正をその主要な目標としたのである。 /7)。
2 所得審議会の報告の概要

1963年10月、マッセ (Masse.P.)氏を会長とする所得審議会が設置され、翌年 1月第一

段階の討議を終えた後、 2月11日に同審議会の報告、いわゆる「マッセ報告」が出された。乙

の報告では、所得政策の最も重要な目的に、完全雇用の達成と経済の安定を図るための手段と

して考えるべきととを述べている18)。また、乙のような所得政策が必要になった理由として、

「数次の経済計画において経済の量的な面が主としてとりあげられ、構造的・質的な面に関す

る配慮が欠けていた点が第四次経済計画(1962-65年)の実施段階にいたって顕在化し、種々

の不均衡が発生しはじめたJ19) 乙とを挙げている。また、所得政策の基本的性格を誘導方式の

下で展開するもの、つまり労使協調の精神を基本とし、 「政府と労使の意見の交換ないしは勧

告という形をとるべきJ20)ものと規定している21)。
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3 所得・費用研究センターの創設

さらに、マッセ報告は具体的な施策として、 r(1)所得統計資料の整備・改善についての研究
機関の設置、 (2)第五次経済社会発展計画 0966-70年)への誘導的所得政策の導入、、(3)所得問

題に関する研究、評価のための機関の設置、 (4)1966年以降は、政府が毎年所得の種類に応じて

望ましい増加率を設定するとと、などJ22)を提言した。

政府はとうした報告をうけて、国民経済計算委員会(Commissiondes Comptes de la 

Nation)によって各種所得に関する計算・検討を行ったうえ労使代表と協議する乙とと同時

に、 「所得・費用研究センター(略称:CERC) Jを設置し、生産性の伸びと成果の分配に

ついての研究を行うととを決定した。かくして1966年、余剰計算書の研究の中心となるCER

Cが経済企画庁の附属機関として創設される乙とになったnh
4 余剰計算書の事例

CERCは上述のような目的遂行のため、余剰計算書の作成を中心とする生産性分析の手法

「余剰法 (methodede surplus) Jの開発とその応用研究の成果を順次公表していった24)。

図表2・3はCERCによるSNCF(フランス固有鉄道)の余剰計算書の作成例であるお)。

余剰計算書は、生産性の向上とその成果分配の状況を分析し、明らかにしようとするものであ

り、乙乙iζいう「余剰 (surplus)Jとは、連続する 2年度の経営成果(利益)の増減分を価

図表2 SNCFの経営計算書の構成
(%) 

1952年度 1966年度 全期間平均
1.収 入

(または生産物)

旅客輸送収入 27.2 35.1 30.6 

貨物輸送収入 61. 7 53.2 57.5 

雑 収 入 11. 1 11. 7 11. 9 

総生産高 100.0 l∞.0 100.。
軌道・踏切負担金 9.4 9. 7 8.3 

~ 自十 109.4 109.7 108.3 
. II .経 費

(または生産要素)

人 件 費 59.1 67.2 60. 7 

物 件 費 41. 9 33.8 35.9 

租 税， 10.8 7.3 8.0 

財 務 費 1.5 3.4 2.3 
減価償却費 2.9 12.3 8.8 

~ ‘ 言十 116.2 124.0 115.7 

損 失 6.8 14.3 7.4 

出所:C.E.R.C.， Productivite Globale et Comptes de Sur. 
plus de la S.N.C.F.， 1969. p.19. 
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図表3 SNCFの余剰計算書

(%) 

期 間 1952-1957 1958-1962 1963-1966 全期間

職員 3.4 
職員 1.3 職員 3. 1 

分配余剰 国(減価償却費) 1.5 
国(減価償却費) 0.3 国(減価償却費) 0.6 職員 2.6 

国(平衡助成金の減少)0.5 
国(租税) 0.2 国(租税) 0.2 国(減価償却費) 0.8 

顧客 0.1 供給者 O. 1 

生産性 4.1 生産性 2. 1 
国(租税) 1. 0 生産性 1.5生産性 0.2 

分余配可能剰 供給者 0.1 供給者 0.2 国(平衡助成金) 2.9 
国(平衡助成金) 0.8 

顧客 O. 1 債権者 O. 1顧客 0.6 
国(軌道・踏切負担金)0.2

国(軌道・踏切負担金)0.1 国(軌道・踏切負担金)0.1 国(軌道・踏切負担金)0.3 国(租税) 0.1 

出所:C. E. R. C.， op. cit.， p. 29.を一部修正

格差異と数量差異とに分解したものを指す。乙の計算書は余剰の源泉(分配可能余剰)と使途

(分配余剰)の二側面から利害関係者どとの生産性向上の成果分配の大きさを測定・表示する。

すなわち、余剰という指標によって、利益指標とは異なる視点からの「社会的業績 Csocial

performance) Jの測定・表示を志向しているといえる。

他方、余剰算定の前提条件の設定の仕方により、異なった結果がえられるといったような問

題点、もある。しかし、かかる問題はどのような分析にも不可避であり、乙の乙とが直ちに余剰

計算書の有用性を否定するものとはならないだろう。しかしながら、前提条件について関係者

間で十分協議のうえ合意を形成しておく乙とが重要である。また、インフレ修正など伝統的会

計と同様の問題点あるいは生産物・生産要素の質の評価の問題などの困難性もある乙とが指摘

される。

町 企業の社会的責任の概念一むすびにかえて

以上みてきたと乙ろから、社会貸借対照表は社会政策ないし労働政策の枠内で創出されたも

のととらえる乙とができるのに対し、余剰計算書は経済政策ないし所得政策の一環として提唱

されてきたものであるとみる乙とができると恩われる。乙れらは、その成り立ちの背景を異に

するが、社会関連情報の提供用具としての観点から、両者を比較吟味してみたい。

社会貸借対照表は金額(価値)データのみならず数量(非価値)データを取り入れており、

しかもむしろ後者のほうが中心であるともいえる。つまり貨幣表示によらないという意味で、

非会計情報 Cinformationnon comptable)を開示するものである社会貸借対照表は法律によ

り作成・開示が義務付けられている。すなわち、乙れは制度的な情報開示の用具である。また、

従業員、労働組合を主な開示の対象者としている。

他方、余剰計算書は経営成果の増減分を価格要因と数量要因とにより分解するため、金額デー
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タと数量データを併用するが、その基礎は会計の計算書lζ表示された価値データである。した

がって、余剰計算書は基本的に「会計的J情報を取り扱うものという乙とができょう。しかし、

制度化されたものではなく、会計の財務報告システムにとり入れられているわけではない。主

に賃金交渉を中心とする労使交渉、あるいは固有企業の料金決定の際の政府との協議などに利

用されているようである。

フランスで理解されている「企業の社会的責任Jは、従業員に対する責任を強く意識するも

のであるとされるが26)、乙うした乙との背景は上でみたような社会貸借対照表の法制化に至る

経緯からも窺い知る乙とができょう。乙のような従業員を重視する企業の社会的責任の概念が、

社会貸借対照表や余剰計算書の基本的性格に大きく影響を与えているように思われる。

例えば、社会貸借対照表では記載項目の相当部分は従業員に関するもので占められており、

開示対象者も、労使で構成する企業委員会27)あるいは労組等従業員中心に考えられている。今

後、従業員以外のより広い範囲の利害関係者に対して情報開示を行うものとして開示情報の拡

大が望まれる。

一方、余剰計算書で明らかにされる成果分配の受益者は顧客等も含めた各種利害関係者では

あるが、分配を受けるべき中心は従業員である。しかし、余剰計算書は生成の経緯からみて、

当初は賃金抑制策の一環で考案されたとみる乙ともできょう。つまり、賃金の引上げを生産性

の伸びの範囲iζ抑えるべきとのドブレ首相のGNPF会長に対する要請に端を発する所得政策

の枠組みのなかで、研究、提唱されてきたという流れから推察できると考えるものである。余

剰計算書が有効な労使協議の用具、ひいては真の社会関連情報開示の手段たりうる乙とは、決

して容易な乙とではないが、労使をはじめとする諸関係者によって認められる、より高い客観

性を確保しうるかどうかにかかっているといえよう。
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とになっている。



学会員の「著編書および論文J (1989年-1990年)

<著書・編書>

上領英之著『損益・資産・資本構造の測定』国元書房、 1989年。

郡司 健著『現代会計の基礎一発生主義会計の展開と情報開示一』中央経済社、 1989年。

佐藤倫正著『資金計算書研究』岡山大学経済学研究叢書第10冊、 1990年。

中原章吉著『企業付加価値計算書の研究』白桃書房、 1989年。

野村健太郎著『フランス企業会計』中央経済社、 1990年。

松尾幸正著『財務諸表の理論と演習」中央経済社、 1989年。

水野一郎著『現代企業の管理会計一付加価値管理会計序説一』白桃書房、 1990年。
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山上達人編『会計情報とディスクロージャー一社会関連情報の開示を中心として一』白桃書房、

1989年。

<論文:和文>

梶浦昭友「会計情報の規制と開示」吉田和夫編『企業と規制』清文社、 1989年。

梶浦昭友「余剰総合計算書の基礎構造Jr商学論究』第37巻1・2・3・4合併号、 1989年。
黒川保美「フランスにおける社会関連会計システムの設計Jr社会科学研究年報』第23号、 19
89年。

黒川保美「フランス・テレメカニック社における社会関連会計制度Jr商学研究年報』第14号、

1弼9年。

黒川保美「フランス・シンガ一社の社会関連会計制度Jr会計学研究』第15号、 1989年。
郡司 健「環境変化と企業維持計算一西ドイツ維持計算論を中心として-J r産業経理j第49

巻第3号、 1989年。

園部克彦「主要英語圏諸国における企業社会会計・報告の展開Jr産業経理』第49巻第2号、
1989年。

佐武弘章「サービ、ス業の付加価値の源泉についてJr社会問題研究』第39巻第1号、 1989年。
佐武弘章「付加価値概念の歴史的考察Jr大阪府立大学紀要』第38号、 1990年。
須田一幸「カレントコスト会計情報の有用性(3)J r経済経営論集』第24巻第2号、 1989年。
中野一豊「ニュージーランドのセグメント会計Jr中京短期大学論叢』第20巻第1号、 1989年。
野村健太郎 11942年プラン・コンタフソレについてJr商大論集』第40巻第6号、 1989年。
野村健太郎「フランス企業会計における計算書類の様式と分析Jr商大論集』第41巻第 1号、

1989年。

日野和則「フランス電力の生産性分析Jr姫路短期大学研究報告』第34号、 1989年。

松尾章正「会計ディスクロージャー規制Jr産業経理』第49巻第3号、 1989年。
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松尾章正「会計責任の諸相とディスクロージャーJr関西大学商学論集』第34巻第2号、 1989
年。

松尾章正「ディスクロージャーと会計責任Jr関西大学商学論集』第34巻第5号、 1989年。
向山敦夫「社会関連情報開示のー形態-Sozialbilanzの開示事例ーJr愛媛経済論集』
第9巻第 1号、 1989年。

向山敦夫「西ドイツ・ディスクロージャー制度の研究一社会関連情報を中心として-J r会計』
第137巻第 1号、 1990年。

村上則夫「人間一機械システムに関する考察Jr長時県立国際経済大学論集』第22巻第2号、
1989年。

村上則夫「我が国の科学技術の動向と諜題 社会システムと科学技術 J r長崎県立国際経済
大学論集』第23巻第 l号、 1989年。

山上達人「社会関連会計と社会関連分析 「資本付加価値率指標」と現状分析一Jr経営研究』
第40巻第5・6合併号、 1990年。

<論文:英文>

Kamiryo，H.，“An Improvement to Vatter's Double Account From : Reformation 

of the BalanωSheet and the Income Statement and Formation of the Finan-

cial Structure'“Research Review， 5， 1989. 

Takino，T.，“A Survey of Factors in Investment Planning， Subsidiary Autonomy， 

Performance Evaluation and Transfer Pricing in Multinationals : The Japa-

nese Experience Compared with the U.S.，" r東洋大学大学院紀要』第25集、 1989年。
Yamagami， T.，“A New Approach for Corporate Analysis : A Ratio Analy-

sis System Using a Value Added / Capital Ratio as the Central Ratio， " Bus-

iness Review， No.2， 1989. 

本乙の欄は、学会員からの情報提供にもとづき、社会関連会計と関係の深いものを掲載した。

今後とも、当該領域に関する著書あるいは論文を発表された場合は、学会事務局までど連絡く

ださい。
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本誌の創刊号が“SocialAccounting Monitor"に紹介された。原文のまま転載すると、

つぎのようである。

The Japan Corporate Social Accounting and Reporting Association C J C S A & R A) 
was founded in 1988 to advance research and reporting. The association now has about 

100 academic members. The association produced a journal CJapanese only) in May 1989. 

It is intended that this should be an annual event. 

The following articles appeared in the first number. 

Iida， S.， C Okayama University) “The Fundamental Su bject of Corporate Social 

Accounting and Reporting 

Gunji， K.， C Osaka Gakuin University)“Corporate Social Accounting and Reporting 

in West Germany". 

Mukoyama， A.， C Ehime University)“Corporate Social Accounting and Reporting 

in West Germany". 

Kurokawa，Y.， CSenshu University)“Bilan Social of P. T. T. in France" 

For further information please contact: Tatsundo Yamagami， Faculty of Business， 

Osaka City University，3-3-138， Sumiyoshiku， Osaka， 558， Japan. 

[Social Accounting Monitor， November 1989/7J 
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「日本社会関連会計学会」会則

(名称)

1 )本会は、日本社会関連会計学会と称する。

(目的)

2)本会は、会計学とくに社会関連会計の研究と、その研究にたずさわる者の連絡および懇親

をはかる乙とを目的とする。

(事業)

3)本会は、前条の目的を達成するため、つぎの事業を行う。

(1)年1回の会員総会の開催

(2) 年1回以上の研究発表会の開催

(3) 年 1回の研究に関する刊行物の発行

(4) その他本会の目的を達成するため適当と認められる事業

(会員)

4)大学その他において会計学の研究にたずさわる者およびそれに準ずる者は、理事会の承認

をへて、本会の会員となる乙とができる。

(会費)

5)会員は、毎年5月末日までに会費を納入しなければならない。

会費の金額は、会員総会の承認をへて決定するものとする。

(役員)

6)本会につぎの役員をおく。

(1)会長 1名

(2) 理事 若干名

(3) 監事 2名、幹事 2名、その他(顧問など)

(役員の任期〉

7)役員の任期は、 2年とする。なお、再任はさまたげない。

(その他)

8)その他細則は、理事会で別に定め、会員総会の議をへて行う。

(会則の変更)

9)会則の変更は、会員総会の承認をへて行う。

(附則)

1 乙の会則は、昭和63年9月より実施する。

2 理事の構成は、関東側4名、関西側4名とする。
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3 会費は、年額3，000円とする。

4 本会の事務局は、大阪市立大学商学部内lとおく。
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「学会申合せ事項J (学会役員その他)

1 )趣旨

「学会」への名称変更により、いっそうの研究活動 ・親睦活動をはかる。

なお、当分の聞は任意団体とするが、後日、登録団体へと努力する。

2 )英文名

The Japan Corporate Social Accounting & Reporting Association 

( J C S A&R A) 

3 )役員その他

会長 青木 倫

理事 (関東側)

*小川 例 本木下照獄中原章吉真船洋之助

(関西側)

*飯田修三上領英之野村健太郎 本山上達人

監事 飯岡透*早矢仕健司

幹事 向山敦夫 *園部克彦

4 )学会事業

*印…常任理事

*印・常任

学会創立記念事業として、 「企業情報ディスクロージャー事典一社会関連会計の指針-J

(中央経済社)を出版する。なお、学会編の「論文集」を遂次、刊行する予定である。
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日本社会関連会計学会 会員名簿

青木 絡 中京大学経済学部

352 新座市東北2-32-3-602 (0484)76-担08

ン 飯岡 透 駒沢大学経済学部

302 取手市東3-6-3 (02977)2-1960 
飯田修三 追手門学院大学経済学部

520 大津市横木2-13-25 (0775)25-7433 
飯田 穆 名古屋大学経済学部

489 瀬戸市八幡台3-118 (0561)82-倒03
石崎忠司 中央大学商学部

191 日野市平山3-34-2 (0425)92-7925 
/{jt 藤俊雄 名古屋経済大学

460 名古屋市中区正木2-9-19
ジーオーマンション正木601 (052)322-6228 

井上 薫 神戸学院大学経済学部

652 神戸市兵庫区都由乃町2-1-10 (078)531-4128 
井上良一 滋賀大学経済学部

615 京都市西京区川島五反長町65-3
桂第二合同宿舎5号棟302号 (075)393-8臼9

岩辺晃三 埼玉大学経済短期大学部

176 東京都練馬区中村3-27-2 (03)970-1729 
上田俊昭 湘北短期大学

185 国分寺市泉町3-4-1-803 (0423)25-4238 
大下勇一 法政大学経営学部

226 横浜市緑区大丸10-5-303 (045)941-5240 
大雄令純 南山大学経営学部

466 名古屋市昭和区山里町103南山大学ハイム 2号 (052)832-臼09
大原昌明 酒田短期大学

9錦 酒田市北千日町25-24 (0234)33-6320 
鬼塚依里 横浜国立大学経営学部

223 横浜市港北区綱島西6-9-3 (044)434-8115 グリーンハイム綱島306
小 J11 i9iJ 早稲田大学商学部

165 東京都中野区上鷺宮5-21-3 (03)998-筋83
奥村輝夫 専修大学商学部

214 川崎市多摩区南生田4-10-2 (044)976-3559 
小田徳仁 駒沢大学大学院商学研究科

340 草加市長栄町86-4 (0489)41-6868 
小津稚加子 広島経済大学経済学部

731-01 広島市安佐南区上安2-6-16-303 (082)878-4260 
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鬼塚光政 桃山学院大学経営学部

586 河内長野市南花台5-11-5 (0721)63-1644 

/梶浦昭友 関西学院大学商学部

665 宝塚市川面5-4-17-504 (0797)83-9289 

勝山 進 日本大学商学部

194 町田市成瀬2303-14 (0427)25-7647 

金井 正 創価女子短期大学経営科

171 東京都豊島区長崎4-9-1 (03)957-0337 

蟹江 章 弘前大学人文学部

063 弘前市大町1-15-2-6 (0172)34-8806 

狩野正勝 大阪工業会

562 箕面市粟生外院3-11-22 (0727)29-4461 

上領英之 広島修道大学商学部

731-51 広島市佐伯区五月ケ丘5-28-5 (0829)41-0928 

亀井孝文 鹿児島経済大学

891-01 鹿児島市錦江台1-8-5 (0992)61-6919 

川島和浩 明治大学大学院商学研究科

152 東京都目黒区東が丘2-15-3
パークサイド東が丘206号 (03)412-6435 

/木下照獄 明星大学人文学部

412 御殿場市東田中字原2108-2 (0550)82-1288 

金 仁謙 建国大学校

133 大韓民国..{~舎城東区杏堂調 1-32

黒川保美 専修大学商学部

274 船橋市芝山4-25-3 (0474)69-3762 

黒沢 清 放送大学

248 鎌倉市浄明寺210-61 (0467)24-7714 

郡司 健 大阪学院大学商学部

567 茨木市紫明園7-27 (0726)23-5855 

上妻義直 静岡県立大学経営情報学部

157 東京都世田谷区成城7ー35-36 (03)484-8938 

園部克彦 大阪市立大学商学部

565 吹田市桃山台3-1-4 (06)871-0461 

小関誠三 国学院大学経済学部

227 横浜市緑区さつきが丘15-30

カジノ・サングリーンビュー103 (045)972-6657 

佐武弘章 大阪府立大学社会福祉学部

590-01 堺市茶山台3-2ト 5 (0722)91-9250 

ノ佐藤倫正 岡山大学経済学部

700 岡山市津島南}-7-29-7 (0862)55-1181 
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ヲ頁 田 幸 関西大学商学部

520-02 大津市清和町20ー11 (0775)72-3762 

鈴木 成 京都精華学園

607 京都市山科区東野舞台町6ト 14 (075)594-4278 

品目 正 東京情報大学

176 東京都練馬区氷川台3-26-8-405

高橋敏朗 大阪市立大学商学部

631 奈良市富雄北3-2 -19 (0742)43-6820 

ノ 瀧野隆永 吉備国際大学 社会学部

655 神戸市垂水区多聞台 1-11-6 (078)785・0107

竹下昌三 岡山大学経済学部

701-01 倉敷市圧新町6-6-3 (0864)63-3745 

近田典行 水戸短期大学商経科

230 横浜市鶴見区鶴見中央2-6-24 
マロニエ・コート鶴見606 (045)521-8072 

栃尾晶子 佐賀大学経済学部

840 佐賀市北川副大字木原39-8 -303 (0952)26-的12

冨増和彦 大阪市立大学大学院経営学研究科

520 大津市中庄1-5-29 (0775)22-5508 

中野 豊 中京短期大学経営学科

441-12 宝飯郡一宮町一宮大池117-4 (053393)2104 

中原章吉 駒沢大学経済学部

164 東京都中野区南台4-35-6 (03)382-6491 

中村賢治 日本大学大学院商学研究科

201 狛江市東和泉 1-9 -15-206 (03)489-2466 

西口 昌樹 愛知女子短大

621 亀岡市西つつじケ丘美山台1-3-106 (07712)2-3785 

野村健太郎 神戸商科大学商経学部

676 高砂市中筋1-12-31 (0794)48-0662 

/早矢仕健司 龍谷大学経営学部

611 宇治市南陵町 1-1 -272 (0774)22-4619 

ノ日野和則 愛知教育大学教育学部

458 名古屋市緑区曽根 1-134 メゾン阪野309 (052)621-7817 

r 平林喜博 大阪市立大学商学部

661 尼崎市尾浜町3-32-4-711 (06)427-7633 

平松 夫 関西学院大学商学部

665 宝塚市逆瀬台1-11-5一706 (0797)72-2081 

ノ 本浪清孝 作陽短期大学情報処理学科

703 岡山市長岡262 (0田2)79-5945
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松尾章正 関西大学商学部

562 箕面市粟生間谷西4-2-23-406 (0727)29-0930 
真船洋之助 日本大学商学部

253 茅ケ崎市東海岸6-6-21 (0467)85-3053 
水野 良日 鹿児島大学法文学部

899-52 鹿児島県姶良郡加治木町新生町56番地 (0995)62-4018 
向山敦夫 愛媛大学法文学部

790 松山市道後緑台10-35 いずみハイツ201 (0899)26-0167 
村上則夫 長崎県立国際経済大学

858 佐世保市大潟町242 (0956)48-2198 
柳田 神奈川大学経営学部

254 平塚市高浜台17-24 (悦63)22-3973
山上達人 大阪市立大学商学部

631 奈良市中登美ケ丘2-1984-188 (0742)44-2968 
山口桂子 八千代国際大学政治経済学部

114 東京都北区田端1-20-28 パシフィック田端105 (03)827-6271 
吉岡正道 白鴎大学

124 東京都葛飾区お花茶屋3-23-16 (03)602-1991 
和田淳= 岡山大学経済学部

595 泉大津市我孫子12 (0725)21-1601 
<賛助会員>

鎌原英訓 (代表) 日本生産性本部

150 東京都渋谷区渋谷3-1-1日本生産性本部内 (03)409-1111 
網崎幸夫 (代表) 関西生産性本部

530 大阪市北区中之島6-2-27 中之島センタービル
J・

関西生産性本部内 (06)444-6471 
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〈高葉集巻1-8) 

日本社会関連会計学会の第2回大会は、 rlζぎたつ会館J(松山市当で、日本会計研究学会

につづいて、下記のように、会員のほぼ全員が出席のうえ、盛大に行われた。

各報告は、乙の学会の門出にふさわしく、時代の先端をいくグローパJレな視点、からの報告で、

会員聞の活発な討議が行われ、盛会裡i乙終了した。主な内容はつぎのようである。

* * * 

(1) 懇親会

1989年5月29日(月)

「田舎料理・末虞J

松山市三条町1丁目 7-8

ft0899-46-3301 

(2) 総会・研究報告

1989年 5月30日(火)

「にぎたつ会館J

松山市道後姫塚118-2 

ft0899-41-3939 

9 : 30-10 : 30 総会

10 : 30-11 : 30 研究報告(司会・木下照獄氏)

真船洋之助氏「多国籍企業の社会成果J

11 : 30-12: 30 研究報告(司会・梶浦昭友氏)

日野和則氏「フランスの企業情報開示について」

12: 30-13: 30 昼食・解散

なお、総会その他の設営なと‘については、向山敦夫氏(愛媛大学)の尽力を得た。
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